
被災家屋等の撤去に係る償還申請書（中小企業者用） 

 

令和  年  月  日 

（宛先） 松 山 市 長 

申請者（撤去実施者）※太枠内を全て記入してください。 

 

撤

去

実

施

者 

所在地 
〒 

 

法人名
フリガナ

 

 

 

（代表者
フリガナ

） 

（自署） 

 

 

 

 

 

 

 

連絡先 （    ）    － 

業 種 

□製造業・建設業・運輸業  

□卸売業 □サービス業  

□小売業 □その他（     ） 

資本金            円 

従 業 

員 数 
           名 

申

請

代

理

人 

住所 
〒 

 

氏 名
フリガナ

 

（自署） 

                

 
連絡先 （    ）    － 

申請者との 

関係 
□社員（所属          ） □その他（          ） 

 私は，令和５年６月 30日からの大雨により損壊した下記の被災家屋等について，自らの費用負担で撤去しま

した。ついては，撤去に要した費用の償還を申請します。 

 

記 

被災家屋等の撤去の概要  

被災家屋等所在地 
□撤去実施者住所と同じ 
 
□異なる所在地（                          ） 

罹災証明書受付番号  

被災家屋等の種類 
□住宅 □事務所 □店舗 □倉庫 

□その他（                  ） 

付帯設備等の種類 

□基礎 □門扉及び塀 □擁壁 

□地下埋設設備（□汲み取り便槽 □浄化槽） 

□その他（                  ） 

撤去の状況 
□全部を撤去済  □一部を撤去済  □土砂混じりがれきのみを撤去済 

□その他（                  ） 

撤去完了日   年   月   日   

撤去に要した費用 

（消費税込） 
                          円 

 

（様式第２号）  受付№  

      －   － 



償還申請に係る同意 

 

償還申請を行うに当たり，以下の５点について同意します。 

１ 償還の対象となるのは，原則罹
り

災証明書にて全壊と認定された被災家屋等のうち，その全てが撤去され

たもので，撤去に要する費用を業者等に支払った場合であること。 

 

２ 償還額は，松山市が定めた基準により算定した額を限度額とするため，委託業者等への支払金額を下回

る場合があること。 

 

３ 償還の対象は，被災家屋等及び被災家屋等と一体として撤去を行ったもののうち，撤去が必要であると

松山市が認めたものであること。 

 

４ 撤去に関して権利関係者の同意を得ており，権利関係者や近隣住民との紛争が生じた場合は，申請者が

その責任において誠意をもって対応すること。 

 

５ 松山市が，償還に関する事務を行うために必要な範囲で，撤去した当該被災家屋等に係る固定資産税の

評価及び賦課に関する情報，住民票及び戸籍関連の書類を閲覧，照会又は取得すること。 

 

（注意点） 

※１ 代理人による申請の場合は，申請者の委任状を添付してください。 

※２ 申請書提出の際に，申請者もしくは申請代理人の運転免許証など公的身分証明書の確認・複写 

をします。 

※３ 審査の結果，償還できない場合があります。 

 
 

法人名 

代表者氏名（自署）                       

 
 
【処理欄】（以下は記入しないでください。） 

受付日   年  月  日 受付者  

階数 構造 用途 

地上    階 

 

地下    階 

□木造 

□軽量鉄骨造（Ｓ造） 

↑軽量鉄骨系プレハブ家屋を含む 

□重量鉄骨造（ＧＳ造） 

□鉄筋コンクリート造（ＲＣ造） 

□鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造） 

□その他（         ） 

□専用住宅 

□共同住宅 

□併用住宅 

□店舗 

□事務所 

□その他（          ） 

登記床面積 延床面積 

㎡ ㎡ 

申請者確認 

撤去実施者 □公的身分証明書（□運転免許証 □その他［           ］） 

代理人 
□委任状 

□公的身分証明書（□運転免許証 □その他［           ］） 

添付 

□罹災証明書（写）□撤去実施前の被災家屋等配置図 

□契約書（写） □申請者宛ての領収書 

□費用の内訳が分かる書類 □写真（被災後撤去前，撤去中及び撤去後） 

□法人登記事項証明書 

必要に応じて添付 
□理由書（契約書，写真及びマニフェスト伝票の写しが提出できない場合） 

□マニフェスト伝票の写し（産業廃棄物として処理した場合） 

 


